
【様式第1号】

自治体名：河津町

会計：一般会計等 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 14,997,631,864   固定負債 3,358,180,500

    有形固定資産 13,888,247,139     地方債 2,556,602,500

      事業用資産 5,320,068,849     長期未払金 -

        土地 2,697,499,181     退職手当引当金 801,578,000

        立木竹 246,896,900     損失補償等引当金 -

        建物 5,799,037,929     その他 -

        建物減価償却累計額 -3,859,825,443   流動負債 391,641,763

        工作物 991,870,111     １年内償還予定地方債 305,119,089

        工作物減価償却累計額 -606,836,869     未払金 118,591

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 53,208,073

        航空機 -     預り金 33,196,010

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 3,749,822,263

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 51,427,040   固定資産等形成分 16,287,097,331

      インフラ資産 8,387,983,591   余剰分（不足分） -3,421,947,992

        土地 605,433,741

        建物 305,776,850

        建物減価償却累計額 -170,105,622

        工作物 19,813,216,347

        工作物減価償却累計額 -12,338,829,465

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 172,491,740

      物品 798,848,757

      物品減価償却累計額 -618,654,058

    無形固定資産 32,333,770

      ソフトウェア 32,333,770

      その他 -

    投資その他の資産 1,077,050,955

      投資及び出資金 52,476,000

        有価証券 -

        出資金 52,476,000

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 19,079,863

      長期貸付金 -

      基金 1,009,224,981

        減債基金 151,527,197

        その他 857,697,784

      その他 -

      徴収不能引当金 -3,729,889

  流動資産 1,617,339,738

    現金預金 308,543,406

    未収金 20,427,088

    短期貸付金 -

    基金 1,289,465,467

      財政調整基金 1,289,465,467

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -1,096,223 純資産合計 12,865,149,339

資産合計 16,614,971,602 負債及び純資産合計 16,614,971,602

貸借対照表
（令和5年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：河津町

会計：一般会計等 （単位：円）

行政コスト計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額

  経常費用 4,254,685,256

    業務費用 2,596,355,726

      人件費 732,297,667

        職員給与費 504,394,910

        賞与等引当金繰入額 53,208,073

        退職手当引当金繰入額 45,469,397

        その他 129,225,287

      物件費等 1,803,742,156

        物件費 1,125,185,824

        維持補修費 51,261,784

        減価償却費 627,294,548

        その他 -

      その他の業務費用 60,315,903

        支払利息 6,779,355

        徴収不能引当金繰入額 4,826,112

        その他 48,710,436

    移転費用 1,658,329,530

      補助金等 1,121,928,653

      社会保障給付 283,796,691

      他会計への繰出金 250,641,939

      その他 1,962,247

  経常収益 194,258,432

    使用料及び手数料 94,957,307

    その他 99,301,125

純経常行政コスト 4,060,426,824

  臨時損失 -

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 -

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

純行政コスト 4,060,197,065

    その他 -

  臨時利益 229,759

    資産売却益 229,759



【様式第3号】

自治体名：河津町

会計：一般会計等 （単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

前年度末純資産残高 12,882,571,341 16,188,337,819 -3,305,766,478

  純行政コスト（△） -4,060,197,065 -4,060,197,065

  財源 4,042,775,063 4,042,775,063

    税収等 3,175,419,432 3,175,419,432

    国県等補助金 867,355,631 867,355,631

  本年度差額 -17,422,002 -17,422,002

  固定資産等の変動（内部変動） 98,759,512 -98,759,512

    有形固定資産等の増加 820,407,623 -820,407,623

    有形固定資産等の減少 -792,072,548 792,072,548

    貸付金・基金等の増加 202,316,379 -202,316,379

    貸付金・基金等の減少 -131,891,942 131,891,942

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -17,422,002 98,759,512 -116,181,514

本年度末純資産残高 12,865,149,339 16,287,097,331 -3,421,947,992

純資産変動計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：河津町

会計：一般会計等 （単位：円）

資金収支計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 3,614,659,141

    業務費用支出 1,956,329,611

      人件費支出 736,371,551

      物件費等支出 1,174,929,608

      支払利息支出 6,779,355

      その他の支出 38,249,097

    移転費用支出 1,658,329,530

      補助金等支出 1,121,928,653

      社会保障給付支出 283,796,691

      他会計への繰出支出 250,641,939

      その他の支出 1,962,247

  業務収入 4,076,221,607

    税収等収入 3,164,712,942

    国県等補助金収入 717,597,728

    使用料及び手数料収入 94,871,407

    その他の収入 99,039,530

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 461,562,466

【投資活動収支】

  投資活動支出 836,413,776

    公共施設等整備費支出 657,147,623

    基金積立金支出 176,884,153

    投資及び出資金支出 2,382,000

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 249,543,960

    国県等補助金収入 149,757,903

    基金取崩収入 99,556,298

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 229,759

    その他の収入 -

投資活動収支 -586,869,816

【財務活動収支】

  財務活動支出 328,284,498

    地方債償還支出 328,284,498

    その他の支出 -

  財務活動収入 423,893,000

    地方債発行収入 423,893,000

前年度末歳計外現金残高 34,126,253

本年度歳計外現金増減額 -930,243

本年度末歳計外現金残高 33,196,010

本年度末現金預金残高 308,543,406

    その他の収入 -

財務活動収支 95,608,502

本年度資金収支額 -29,698,848

前年度末資金残高 305,046,244

本年度末資金残高 275,347,396



１．重要な会計方針
　　(1)有形固定資産等の評価基準及び評価方法
　　　　①有形固定資産・・・取得原価
　　　　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　　　　 ア 昭和59年度以前に取得したもの・・・取得原価
　　　　　ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。
　　　　 イ 昭和60年度以降に取得したもの
　　　　　取得原価が判明しているもの・・・取得原価
　　　　　取得価額が不明なもの・・・再調達原価
　　　　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。
　　　　②無形固定資産・・・取得原価
　　　　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　　　　　取得原価が判明しているもの・・・取得原価
　　　　　取得価額が不明なもの・・・再調達原価
　　(2)有価証券等の評価基準及び評価方法
　　　　①満期保有目的有価証券・・・償却原価法（定額法）
　　　　②満期保有目的以外の有価証券
　　　　 ア 市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）
　　　　 イ 市場価格のないもの・・・取得原価(又は償却原価法(定額法)）
　　　　③出資金
　　　　 ア 市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）
　　　　 イ 市場価格のないもの・・・出資金額
　　(3)有形固定資産等の減価償却の方法
　　　　①有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法
　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　　　建物　　　　10年～50年
　　　　　　工作物　　　８年～60年
　　　　　　その他　　　５年～17年
　　　　　　物品　　　   ３年～17年
　　　　②無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法
　　　　　（ソフトウェアについては、当町における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）
　　　　③所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件当たりのリース料総額が
　　　　300万円以下のファイナンス・リース　取引を除きます。）
　　　　　　・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
　　(4)引当金の計上基準及び算定方法
　　　　①投資損失引当金
　　　　　市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と
　　　　取得価額との差額を計上しています。
　　　　②徴収不能引当金
　　　　　未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。
　　　　　長期滞留債権については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。
　　　　　長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により(又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。
　　　　③退職手当引当金
　　　　　退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における
　　　　積立金額の運用益のうち東伊豆町へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。
　　　　④損失補償等引当金
　　　　　履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた
　　　　将来負担額を計上しています。
　　　　⑤賞与等引当金
　　　　　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する
　　　　部分を計上しています。
　　(5)リース取引の処理方法
　　　　①ファイナンス・リース取引
　　　　　ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を
　　　　　除きます。）
　　　　　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　　　　　イ ア以外のファイナンス・リース取引
　　　　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　　　　②オペレーティング・リース取引
　　　　　通所の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　　(6)資金収支計算書における資金の範囲
　　　　　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（河津町資金管理方針において、歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。）
　　　　　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。
　　(7)その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
　　　　①物品及びソフトウェアの計上基準
　　　　　物品については取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として計上しています。
　　　　　ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。
　　　　②資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるとき、又は固定資産の取得価額等のおおむね10%未満相当額以下である
　　　　ときに修繕費として処理しています。

２．重要な会計方針の変更等
　　　　該当事項なし

３．重要な後発事象
　　　　該当事項なし

４．偶発債務
　　　　該当事項なし

注　記
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５．追加情報
    (1)財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項
　　　①一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異
　　　　一般会計
　　　　河津町駅前広場整備事業特別会計
　　　　土地取得特別会計
　　　②地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の係数
　　　　をもって会計年度末の係数としています。
　　　③地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況
　　　　　実質赤字比率　 　　 　　 -
　　　　　連結実質赤字比率　　　　 -
　　　　　実質公債費比率　　　　 6.2%
　　　　　将来負担比率　　　　　 10.5%
　　　④利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 0 千円
　　　⑤繰越事業に係る将来の支出予定額 242,832 千円
　　　⑥その他財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項
　　　　該当事項なし
　　(2)貸借対照表に係る事項
　　　①減債基金に係る積立不足の有無及び不足額
　　　　該当事項なし
　　　②基金借入金（繰替運用）の内容
　　　　該当事項なし
　　　③地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見込まれる金額 2,833,330 千円
　　　④将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算定要素）
　　　　標準財政規模　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,764,779 千円
　　　　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額　　　　 227,505 千円
　　　　将来負担額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4,540,931 千円
　　　　充当可能基金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,440,992 千円
　　　　特定財源見込額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 0 千円
　　　　地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額　　　　　　 2,883,330 千円
　　
　　(3)行政コスト計算書に係る事項
　　　　該当事項なし
　　(4)純資産変動計算書に係る事項
　　　純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容
　　　　①固定資産等形成分
　　　　　固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。
　　　　②余剰分（不足分）
　　　　　純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。
　　(5)資金収支計算書に係る事項
　　　①基礎的財政収支 △41,200,140円
　　　②既存の決算情報との関連性
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 収入（歳入） 支出（歳出）
　　　　歳入歳出決算書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 5,049,276,722円 4,774,911,085円
　　　　財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額 5,428,089円 4,446,330円
　　　　繰越金に伴う差額　　　　　　　　　　　　　　 　 305,046,244円 -円
　　　　地方自治法第233条の2の規定による基金繰入額　    　　　　 -円 -円
　　　　資金収支計算書                              4,744,261,231円 4,779,357,415円
　　　　　地方自治法第233条第1項に基づく歳入歳出決算書では、繰越金を収入として計上しますが、公会計では計上しないた
　　　　めその分だけ相違します。
　　　　　実質収支額のうち地方自治法第233条第2の規定による基金繰入額については、支出として資金収支計算書上に計上し
　　　　ているため、相違します。
　　　③資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳
　　　　資金収支計算書
　　　　　業務活動収支　　　　　　　　　　　　　 461,562,466 円
　　　　　　　投資活動収入の国県等補助金収入　　　　　 149,757,903 円
　　　　　　　未収債権額の増加（減少）　　　　　　　　 △4,075,733 円
　　　　　　　未払債務額の増加（減少）　　　　　　　　 △118,591 円
　　　　　　　減価償却費　　　　　　　　　　　　　 △627,294,548 円
　　　　　　　賞与等引当金繰入額（増減額）　　　 　　 △5,209,116 円
　　　　　　　退職手当引当金繰入額（増減額）　　　　 9,283,000 円
　　　　　　　徴収不能引当金繰入額（増減額） 　　　　　　 △39,142 円
　　　　　　　建設仮勘定振替 　　　 △1,518,000 円
　　　　　　　資産除売却益（損） 　　　　　　　　　　　　　   229,759 円
　　　　　純資産変動計算書の本年度差額　　　　　　　 △17,422,002 円
　　　④一時借入金の増減額が含まれていない旨並びに一時借入金の限度額及び利子の金額
　　　　　一時借入金の限度額　　　　　 50,000 千円
　　　　　一時借入金に係る利子額 　　　 　　 0 千円
　　　⑤重要な非資金取引
　　　　該当事項なし
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